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(百万円未満切捨て)

１．平成28年３月期第２四半期の連結業績（平成27年４月１日～平成27年９月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

28年３月期第２四半期 84,168 6.4 △4,457 ― △4,540 ― △3,142 ―

27年３月期第２四半期 79,079 7.8 △5,557 ― △5,098 ― △3,300 ―
(注) 包括利益 28年３月期第２四半期 △3,507百万円( ―％) 27年３月期第２四半期 △2,703百万円( ―％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

28年３月期第２四半期 △13.85 ―

27年３月期第２四半期 △14.54 ―
　

　当社は、平成28年３月期第１四半期連結会計期間より表示方法の変更を行っており、平成27年３月期第２四半期につ
いては、当該表示方法の変更を遡及適用した組替後の数値及び対前年同四半期増減率を記載しております。詳細は、添
付資料Ｐ.４「２.サマリー情報（注記事項）に関する事項（２）追加情報」をご覧ください。

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

28年３月期第２四半期 236,454 62,292 25.8

27年３月期 255,519 67,405 25.9
(参考) 自己資本 28年３月期第２四半期 61,028百万円 27年３月期 66,109百万円
　　　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

27年３月期 ― 0.00 ― 7.00 7.00

28年３月期 ― 4.00

28年３月期(予想) ― ― ―

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

　期末の配当予想につきましては、現時点では未定であります。
　

３．平成28年３月期の連結業績予想（平成27年４月１日～平成28年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 235,000 2.0 11,500 15.0 11,000 4.7 7,500 9.2 33.05
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
　

当社は、平成28年３月期第１四半期連結会計期間より表示方法の変更を行っており、平成27年３月期に係る数値につ
いては、当該表示方法の変更を遡及適用して組み替えております。このため、平成28年３月期連結業績予想の対前期増
減率は、組替後の数値と比較して算出しております。
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※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 ―社（社名） 、除外 ―社（社名）
　　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

（注）詳細は、添付資料Ｐ.４「２.サマリー情報（注記事項）に関する事項（１）会計方針の変更・会計上の見積りの
変更・修正再表示」をご覧ください。
　

　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 28年３月期２Ｑ 227,637,704株 27年３月期 227,637,704株

② 期末自己株式数 28年３月期２Ｑ 739,073株 27年３月期 733,800株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 28年３月期２Ｑ 226,901,838株 27年３月期２Ｑ 226,913,460株
　
　

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示
　この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開

示時点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表に対する四半期レビュー手続きは終了しておりません。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により予想数値と大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に

あたっての注意事項等については、添付資料Ｐ.３「1．当四半期決算に関する定性的情報（3）連結業績予想などの将

来予測情報に関する説明」をご覧ください。

（四半期決算補足説明資料の入手方法について）

　四半期決算補足説明資料はＴＤｎｅｔで同日開示しています。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、企業収益の高水準維持、設備投資の堅調な推移により、緩

やかな景気回復基調を持続しました。一方で、世界経済は、中国経済の減速や、米国の利上げ観測、中東情勢の緊

迫化などにより、依然として先行きが不透明な状況が続くものと思われます。

　このような中、当社グループは今年度からスタートした中期経営計画「Ｖ１２０」の施策を着実に進め、「国内事

業の収益基盤の強化」と「海外事業の成長拡大」を両立することで、更なる企業価値の拡大を目指してまいります。

当第２四半期連結累計期間の経営成績は、売上高が84,168百万円(前年同期比5,088百万円増)となりました。損益

につきましては、営業損失は4,457百万円(前年同期比1,100百万円改善)、経常損失は4,540百万円(前年同期比558百

万円改善)、四半期純損失は3,142百万円(前年同期比157百万円改善)となりました。

なお、当社グループでは、電力会社や官公庁向けの各種電気設備や、自治体向けの上下水処理設備等において、

年度末に売上が集中する傾向があります。そのため、例年、第２四半期の売上高については、年間の実績値に対し

て相対的に低い水準にとどまっております。

セグメント別の状況は次のとおりであります。売上高につきましては、セグメント間の取引を含んでおります。

なお、当社は、平成27年４月１日より、従来の「社会システム事業分野」を「社会インフラ事業分野」に、「エン

ジニアリング事業分野」を「保守・サービス事業分野」にセグメント名称を変更いたしました。当該変更はセグメ

ント名称変更であり、セグメント情報に影響を与える変更はありません。

①社会インフラ事業分野

売上高は前年同期比7.9％増の47,110百万円となりました。

　

（電力・社会システム事業関連）

国内においては、全体として厳しい受注環境が続くものの、電力会社の設備更新及び水力発電設備などの需要は

堅調に推移しております。また、2020年の東京オリンピック・パラリンピックの開催に向けた、首都圏を中心とす

るインフラ整備等の需要を受注獲得に結び付けるため、発電・変電・電力変換製品などコア製品の競争力の強化に

努めております。

また、海外においては、東南アジアを中心に電力用変電・配電機器の拡販に努めるとともに、電鉄プロジェクト

案件や日系企業の海外進出にともなう変電・配電設備、発電設備などの受注獲得に取り組んでおります。

（水・環境システム事業関連）

公共投資の削減による浄水場・下水処理場新設の減少、人口減少による設備のダウンサイジング化、他社との競

争激化など、事業環境は厳しさを増しております。

このような中、浄水場・下水処理場向け電気設備の更新物件の受注獲得、および水道施設の維持管理・運転管理

業務の受託拡大に向けた取り組みを積極的に進めております。

一方、新興国の経済成長による水需要の増大、汚水や水不足等の水環境問題の深刻化により海外市場における下

水処理設備の需要が高まっております。シンガポールにおける下水・排水処理用セラミック平膜を用いた工業排水

再利用設備をモデルケースとして、東南アジアや中東地域等での本システムおよびセラミック平膜の販売を強化し

ております。
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②産業システム事業分野

売上高は前年同期比1.6％増の24,240百万円となりました。

（モータドライブ・電子機器事業関連）

エレベータ用などの一般産業用モータ・インバータは減速の懸念はあるものの、環境意識の高まりからフォーク

リフト用電装品の需要は堅調に推移しております。また、三菱自動車工業様のアウトランダーＰＨＥＶの新型発売

により、同車に搭載されるモータ・インバータの需要は、好調に推移しております。

電子機器事業関連は、半導体製造装置市場に不透明感はあるものの、真空コンデンサ、パルス電源を中心に堅調

に推移しております。

　（動計・搬送システム事業関連）

動力計測システム分野は、自動車メーカーにおける電気自動車、ハイブリッド車等次世代の先進技術開発や従来

型内燃機関のさらなる性能向上に向けた取り組みの加速を受け、好調に推移しております。

また、搬送システム分野は、自動車メーカーや部品メーカー等の生産ラインの更なる合理化、省力化に向けた取

り組みにより、堅調に推移しております。

③保守・サービス事業分野

売上高は前年同期比10.0％増の10,264百万円となりました。

保守・サービスの分野は、厳しい価格競争が続いております。このような中、機器設備の保守・点検・維持管

理・運転管理までを一括して請け負う施設全体のワンストップサービスの取り組みを積極的に行っております。ま

た、海外における保守・サービス需要を取り込むべく、ＡＳＥＡＮを中心とした新興国の保守サービス体制を強化

し、日系企業への提案活動を強化しております。

④不動産事業分野

業務・商業ビルThinkPark Tower(東京都品川区大崎)を中心とする保有不動産の賃貸事業を行っており、売上高

は前年同期と同水準の1,661百万円となりました。

⑤その他の事業分野

電気化学計測機器や電気絶縁材料の製造・販売、従業員の福利厚生サービス、物品販売など、報告セグメントに

含まれない事業については、売上高は前年同期比2.3％減の9,352百万円となりました。

（２）財政状態に関する説明

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末（以下「前期末」）比19,064百万円減少し、236,454

百万円となりました。

流動資産は、前期末に計上した売上債権の回収が進み、前期末比20,283百万円減少し126,794百万円となりまし

た。

固定資産は、TRIDELTA社の買収に伴うのれんの発生により、前期末比1,218百万円増加の109,660百万円となりま

した。

負債は、買掛金等の債務の減少、コマーシャル・ペーパーの減少等により前期末比13,951百万円減少し174,161百

万円となりました。

当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は、親会社株主に帰属する四半期純損失の計上及び剰余金の配当に伴

い前期末比5,112百万円減少して62,292百万円となりました。この結果、自己資本比率は前期末の25.9%から25.8%と

なりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

当社グループの事業は、電力会社や官公庁向けの各種電気設備や、地方自治体向けの上下水処理設備等において、

年度末に売上が集中する傾向がございます。そのため、当第２四半期連結累計期間につきましては、売上高は年間

の数値に対して相対的に低い水準にとどまり、また損益についても大幅な損失を計上しておりますが、業績は概ね

予想通り推移しており、平成27年５月13日に公表いたしました業績予想については、変更ありません。
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２．サマリー情報(注記事項)に関する事項

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

(会計方針の変更)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）及び

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）

等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額

を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更い

たしました。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定

による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方

法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更

を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、

四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

当第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子会

社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載

し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得又は売

却に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載してお

ります。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及び

事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点

から将来にわたって適用しております。

この結果、当第２四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失はそれぞれ64百万円

増加しております。

（２）追加情報

(表示方法の変更)

(四半期連結損益計算書関係)

従来、出向者関係費の当社負担額については、一括して「営業外費用」として処理しておりましたが、第１四半

期連結会計期間より連結子会社に対するものについては、「売上原価」もしくは「販売費及び一般管理費」として表

示する方法に変更いたしました。

　この変更は、近年拡大した海外における事業において、当社従業員が多数、海外関係会社に出向する状況が定着

するに至ったため、新中期経営計画を契機に、営業活動の実態をより適正に表示することを目的に行ったものであ

ります。当該表示方法の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表の組替を行って

おります。

　この結果、前第２四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書において、「売上原価」に表示していた62,164百万

円、「販売費及び一般管理費」に表示していた21,884百万円及び「営業外費用」の「出向者関係費」に表示していた

680百万円は、「売上原価」62,197百万円、「販売費及び一般管理費」22,439百万円及び「営業外費用」の「出向者関

係費」93百万円として組替えております。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,781 10,969

受取手形及び売掛金 90,872 52,185

商品及び製品 4,793 6,324

仕掛品 30,003 42,173

原材料及び貯蔵品 4,234 5,142

繰延税金資産 4,158 5,374

その他 4,589 4,943

貸倒引当金 △357 △317

流動資産合計 147,077 126,794

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 38,068 40,368

機械装置及び運搬具（純額） 10,674 10,572

土地 12,682 12,644

建設仮勘定 3,473 1,552

その他（純額） 2,305 2,518

有形固定資産合計 67,204 67,655

無形固定資産

ソフトウエア 4,949 5,017

のれん 1,037 2,276

その他 499 544

無形固定資産合計 6,486 7,838

投資その他の資産

投資有価証券 23,920 22,620

長期貸付金 32 31

繰延税金資産 9,186 9,718

その他 1,748 1,932

貸倒引当金 △137 △137

投資その他の資産合計 34,750 34,166

固定資産合計 108,441 109,660

資産合計 255,519 236,454
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 36,873 31,097

短期借入金 8,814 22,031

コマーシャル・ペーパー 16,000 10,000

未払金 15,217 11,497

未払法人税等 1,995 369

前受金 12,715 21,556

賞与引当金 6,992 6,753

製品保証引当金 1,089 1,191

受注損失引当金 392 581

その他 14,588 11,534

流動負債合計 114,678 116,614

固定負債

長期借入金 26,772 10,909

退職給付に係る負債 42,846 42,973

環境対策引当金 1,010 910

債務保証損失引当金 14 14

その他 2,791 2,741

固定負債合計 73,434 57,547

負債合計 188,113 174,161

純資産の部

株主資本

資本金 17,070 17,070

資本剰余金 13,197 13,197

利益剰余金 30,466 25,736

自己株式 △168 △170

株主資本合計 60,566 55,833

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 8,019 7,188

繰延ヘッジ損益 △261 △208

為替換算調整勘定 2,518 2,625

退職給付に係る調整累計額 △4,733 △4,410

その他の包括利益累計額合計 5,543 5,194

非支配株主持分 1,296 1,264

純資産合計 67,405 62,292

負債純資産合計 255,519 236,454
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

売上高 79,079 84,168

売上原価 62,197 66,179

売上総利益 16,882 17,988

販売費及び一般管理費 22,439 22,445

営業損失（△） △5,557 △4,457

営業外収益

受取利息 24 37

受取配当金 274 271

受取賃貸料 72 71

持分法による投資利益 265 －

その他 450 350

営業外収益合計 1,087 730

営業外費用

支払利息 351 278

出向者関係費 93 119

為替差損 － 162

持分法による投資損失 － 76

その他 184 176

営業外費用合計 628 813

経常損失（△） △5,098 △4,540

特別利益

固定資産売却益 － 25

投資有価証券売却益 226 33

特別利益合計 226 59

特別損失

固定資産除却損 135 －

投資有価証券評価損 0 13

その他 12 1

特別損失合計 147 15

税金等調整前四半期純損失（△） △5,020 △4,496

法人税、住民税及び事業税 336 182

法人税等調整額 △2,096 △1,525

法人税等合計 △1,759 △1,343

四半期純損失（△） △3,260 △3,153

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支
配株主に帰属する四半期純損失（△）

39 △11

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △3,300 △3,142
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（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

四半期純損失（△） △3,260 △3,153

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 489 △831

繰延ヘッジ損益 △314 53

為替換算調整勘定 △378 31

退職給付に係る調整額 767 322

持分法適用会社に対する持分相当額 △5 69

その他の包括利益合計 557 △353

四半期包括利益 △2,703 △3,507

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △2,721 △3,490

非支配株主に係る四半期包括利益 18 △16
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △5,020 △4,496

減価償却費 4,067 4,132

貸倒引当金の増減額（△は減少） △23 △4

賞与引当金の増減額（△は減少） △23 △238

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 915 610

受注損失引当金の増減額（△は減少） △212 189

製品保証引当金の増減額（△は減少） △106 101

受取利息及び受取配当金 △298 △308

支払利息 351 278

持分法による投資損益（△は益） △265 76

売上債権の増減額（△は増加） 41,558 47,944

たな卸資産の増減額（△は増加） △13,111 △14,065

仕入債務の増減額（△は減少） △10,667 △8,822

その他 △4,116 △2,958

小計 13,044 22,440

利息及び配当金の受取額 306 334

利息の支払額 △377 △285

法人税等の支払額 △2,769 △2,277

営業活動によるキャッシュ・フロー 10,202 20,213

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △3,097 △4,538

無形固定資産の取得による支出 △832 △1,070

投資有価証券の売却による収入 547 60

関係会社株式の取得による支出 △364 －

関係会社社債の取得による支出 △10 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得
による支出

－ △1,879

その他 △277 △235

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,034 △7,664

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 316 7

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は
減少）

△5,000 △6,000

長期借入れによる収入 946 －

長期借入金の返済による支出 △2,916 △2,859

配当金の支払額 △1,358 △1,585

非支配株主への配当金の支払額 △13 △15

その他 25 168

財務活動によるキャッシュ・フロー △8,000 △10,284

現金及び現金同等物に係る換算差額 △87 △74

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,919 2,189

現金及び現金同等物の期首残高 11,117 8,671

現金及び現金同等物の四半期末残高 9,199 10,860
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自平成26年４月１日 至平成26年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

　
四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

社会イン
フラ事業

産業シス
テム事業

保守・
サービス

事業

不動産
事業

小計

売上高

外部顧客への売上高 42,299 20,926 9,051 1,512 73,789 5,289 79,079 － 79,079

セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,352 2,942 275 131 4,702 4,281 8,984 (8,984) －

計 43,652 23,868 9,327 1,643 78,492 9,571 88,063 (8,984) 79,079

セグメント利益又は
セグメント損失(△)

△4,688 639 △989 637 △4,400 △7 △4,407 (1,149) △5,557

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他の製品販売、従業員の福

利厚生サービス、化成製品等を提供する事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又はセグメント損失の調整額△1,149百万円には、セグメント間取引消去403百万円、たな卸

資産の調整額47百万円、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,600百万円が含まれております。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び技術試験費であります。

３．セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自平成27年４月１日 至平成27年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

　
四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

社会イン
フラ事業

産業シス
テム事業

保守・
サービス

事業

不動産
事業

小計

売上高

外部顧客への売上高 45,889 22,093 9,826 1,529 79,338 4,829 84,168 － 84,168

セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,221 2,147 437 131 3,938 4,523 8,461 (8,461) －

計 47,110 24,240 10,264 1,661 83,277 9,352 92,629 (8,461) 84,168

セグメント利益又は
セグメント損失(△)

△4,131 997 △776 617 △3,293 14 △3,279 (1,178) △4,457

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他の製品販売、従業員の福

利厚生サービス、化成製品等を提供する事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又はセグメント損失の調整額△1,178百万円には、セグメント間取引消去324百万円、たな卸

資産の調整額23百万円、各報告セグメントに配分していない全社費用△1,526百万円が含まれております。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び技術試験費であります。

３．セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

２.報告セグメントの変更等に関する事項

（1）平成27年４月１日より、従来の「社会システム事業分野」を「社会インフラ事業分野」に、「エンジニアリング

事業分野」を「保守・サービス事業分野」にセグメント名称を変更いたしました。なお、当該変更はセグメント

名称変更であり、セグメント情報に影響を与える変更はありません。

　（2）「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項（２）追加事項」に記載のとおり、従来、出向者関係費について

は、「営業外費用」の区分において表示しておりましたが、第１四半期連結会計期間より、「売上原価」及び「販

売費及び一般管理費」の区分に表示する方法に変更いたしました。

　なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の利益又は損失の算定方法により作成

したものを記載しております。

　（3）第１四半期連結会計期間より、報告セグメント別の経営成績をより適切に反映させるため、全社費用に係る配分

方法を各セグメントの事業実態に合った合理的な配分基準に基づき配分する方法に変更しております。

　なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の利益又は損失の算定方法により作成

したものを記載しております。

　

３.報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する事項

　
（のれんの金額の重要な変動）

　「社会インフラ事業」において、TRIDELTA Überspannungsableiter GmbH（現 TRIDELTA MEIDENSHA GmbH）の株式を

取得したことに伴い、のれんが発生しております。当該事象によるのれんの増加額は、当第２四半期連結累計期間に

おいては1,266百万円であります。なお、のれんの金額は暫定的に算定された金額です。
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